
 
最近の農薬環境行政について 

 
 
１．水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準の設定に向けた取組 

 平成 22 年度には、本件に係る中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（以下、

「農薬小委」という）を４回（７月、８月、11 月、12 月）開催し、個別農薬の基準値案をご

審議いただいたところ。前回の本部会（平成 22 年３月 30 日）以降、新たに 31 農薬に

ついて基準値が設定され、これまでに累計で 132 農薬に基準値が設定されている（別

添１）。 
 
２．水質汚濁に係る農薬登録保留基準の設定に向けた取組 

 平成 22 年度には、本件に係る農薬小委を４回（７月、８月、11 月、12 月）開催し、個

別農薬の基準値案（非食用農作物専用農薬については環境省が算定した非食用一

日摂取許容量（ＡＤＩ）案を含む）をご審議いただいたところ。前回の本部会（平成 22 年

３月 30 日）以降、新たに 23 農薬について基準値（うち、1 農薬については非食用ＡＤＩ

を用いて設定）が設定され、これまでに累計で 55 農薬に基準値が設定されている（別

添２）。 
 
３．特定防除資材（特定農薬）に関する取組  

(1) 特定農薬分科会の設置 

 特定農薬については、農薬小委と農業資材審議会農薬分科会特定農薬小委員会

の合同会合で審議されてきたが、水産動植 物の被害防止や水質汚 濁に係る登録保

留基準に係る制度を改正して以降、農薬小委の開催頻度が増加したことから、効率的

に調査・審議を行うため、平成 22 年７月、農薬小委の一部委員により構成される「特

定農薬分科会（仮称、以下「分科会」という）」が農薬小委の下に設置された（別添３）。

合同会合には分科会が参画し、個別資材の安全性について専門的な評価を行うこと

となった。なお、特定農薬の指定については、合同会合の議論を踏まえ、農薬小委及

び農業資材審議会農薬分科会がそれぞれの会合において審議することとなる。 
合同会合では、平成 22 年度は 4 資材について議論を行い、うち焼酎について安全

性に問題がない旨の結論が得られ、今後農薬小委等で審議される予定である。 

(2) 特定農薬（特定防除資材）の検討対象としない資材 

 特定農薬については、平成 14 年の調査で得られた特定防除資材の候補となる資材

の情報に基づき、平成 15 年３月、食酢、重曹及び使用場所と同一の都道府県内で採

取された天敵を特定防除資材として指定したが、特定農薬としての指定の判断が保留
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された資材については、安全性及び使用実態に関して更なる情報収集を行い、合同

会合で審議が進められてきた。 
 これまでの審議を踏まえ、特定農薬の指定に向けた検討の対象から除外すべきと判

断された資材について、平成 23 年２月４日、「特定農薬（特定防除資材）の検討対象

としない資材について」（農林水産省消費・安全局長及び環境省水・大気環境局長通

知）を発出した（別添４）。 

 

４．その他の取組 

(1) ゴルフ場使用農薬暫定指導指針 

 ゴルフ場で使用されている農薬については、「ゴルフ場で使用される農薬による水質

汚濁の防止に係る暫定指導指針」（平成２年５月 24 日付け環境庁水質保全局長通

知）に基づき、水質汚濁の防止を図ってきたところであるが、最近の農薬の使用実態を

踏まえ、平成 22 年９月、本指針を改正し、指針値設定対象農薬の追加、指針値の改

正等を行った（別添５）。 
 また、本指針に基づき、都道府県等で実施された水質調査の結果についてとりまとめ、

毎年一回公表している。平成 21 年度の調査結果は平成 22 年９月に公表したところで

あるが、平成 15 年度以降、指針値を超えて検出される事例は発生していない。 

(2) 公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル 

 環境省では、公園、緑地や街路樹等の管理での農薬飛散によるリスク軽減に資する

ため、平成 20 年５月、「公園・街路樹等病害虫・雑草管理暫定マニュアル」を公表した

ところであるが、平成 22 年５月、これに農薬散布における立入制限の措置の項目等を

盛り込んだマニュアル改訂版を策定した。これまでに、地方自治体や関係団体等への

冊子の配布 (約 25 千部 )、説明会の開催等に努めてきたところであり、今後も引き続き

周知徹底を図っていくこととしている。 



農業資材審議会農薬分科会特定農薬小委員会及び
中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会特定農薬分科会合同会合委員名簿

農業資材 中央環境
審議会農 審議会土

氏 名 薬分科会 壌農薬部所 属 役 職
特定農薬 会農薬小
小委員会 委員会

特定農薬
分科会

井 上 達 前国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター長 臨時委員

上 路 雅 子 学校法人東京農業大学客員教授、社団法人日本植物防疫協会技 臨時委員 臨時委員
術顧問

国 見 裕 久 国立大学法人東京農工大学大学院農学府長・農学部長 専門委員

白 石 寛 明 独立行政法人国立環境研究所環境リスク研究センター長 臨時委員

竹 内 妙 子 元千葉県農林総合研究センター生産環境部病理昆虫研究室長 臨時委員

中 杉 修 身 元学校法人上智大学大学院地球環境学研究科教授 委員

根 岸 寛 光 学校法人東京農業大学農学部農学科准教授 臨時委員 専門委員

眞 柄 泰 基 学校法人トキワ松学園理事長、国立大学法人北海道大学環境 臨時委員
ナノ・バイオ工学研究センター客員教授

牧 野 孝 宏 学校法人光産業創成大学院大学特任教授 専門委員

矢 野 洋 子 東京消費者団体連絡センター事務局長 臨時委員

山 本 廣 基 国立大学法人島根大学学長 委員

別添３



















































（平成23年3月30日現在）

No. 有効成分名
基準値
(μg/L)

告示日

1 エトキサゾール 1.5

2 カルブチレート 120

3 クロルピリホス 0.046

4 シフルトリン 0.0061

5 チウラム 10

6 フェノキサニル 600

7 プロパモカルブ塩酸塩 10,000

8 プロベナゾール 270

9 ベンフルラリン（ベスロジン） 2.9

10 エチプロール 690

11 ジクロシメット 860

12 シハロトリン 0.0081

13 ピラフルフェンエチル 0.82

14 フルベンジアミド 5.8

15 エタボキサム 35

16 ジフルベンズロン 0.43

17 ピラクロストロビン 0.6

18 フェノチオカルブ 9.0

19 フルアジナム 9.3

20 メタミホップ 28

21 オキサミル 32

22 シラフルオフェン 0.067

23 フルチアニル 85

24 ホラムスルフロン 9,700

25 石灰窒素

26 シアナミド

27 カルプロパミド 370

28 クレソキシムメチル 16

29 テブフロキン 76

30 ピリミジフェン 0.21

31 フェンピラザミン 550

新たに水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準が設定された農薬（平成22年3月30日
以降）

平成22年6月22日

平成22年10月18日

平成22年12月2日

平成23年2月23日

平成23年3月22日

シアナミドとして670
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（平成23年3月30日現在）

No. 有効成分名
基準値
(mg/L)

告示日

1 イソプロチオラン 0.26

2 エスプロカルブ 0.02

3 カフェンストロール 0.007

4 グルホシネート

5 グルホシネートＰナトリウム塩

6 シラフルオフェン 0.29

7 スピネトラム 0.063

8 プレチラクロール 0.047

9 プロピリスルフロン 0.029

10 ブロモブチド 0.10

11 イプロベンホス又はＩＢＰ 0.093

12 イミダクロプリド 0.15

13 ウニコナゾールＰ 0.042

14 テブフェノジド 0.042

15 ブプロフェジン 0.023

16 ベンゾビシクロン 0.090

17 インダノファン 0.0093

18 オキサジクロメホン 0.024

19 カルブチレート 0.034
1)

20 クロチアニジン 0.25

21 クロメプロップ 0.016

22 チアメトキサム 0.047

23 ピリブチカルブ 0.023

1) 農薬小委員会において、非食用ADIを0.013 mg/kg体重/日と算定の上、基準値を設定した。

新たに水質汚濁に係る農薬登録保留基準が設定された農薬（平成22年3月30日以降）

平成22年12月1日

平成22年7月5日

平成23年2月15日

ＤＬ－ホモアラニン
－４－イル（メチル）

ホスフィン酸（別名グ
ルホシネート酸）とし

て0.024
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